
























































































































































り立てを再委任するものとされていた。その後，Ｘは，平成 2 年 1 月30日から
同年10月30日にかけて，Ａに対して，合計25億円を貸し付けた。



























































































































































































































































































































できる（民法457条 2 項）。この民法規定に関して，銀行取引約定書 7 条の 2 お























旗田庸「取引先からの相殺［ 7 条の 2 関係］」堀内仁先生傘寿記念・銀行取引約定書─その理
論と実際─235～238頁（経済法令研究会，1985年）。


















































































































































































成25年版）第 1 条（定義），コミットメントライン契約書（JSLA 平成25年版）第 1 条（定義）
（JSLA，2013年）を参照。
37）
38）
39）
ることが考えられる。ただし，年金振込口座については立法によることも考え
られる。これらの場合において相殺禁止特約を設けることが実現するとすると，
その目的は，従来のように現実の支払を目的とするものだけではない。代理受
領においては，相殺禁止特約により代理受領の担保的効力がさらに強化され，
中小企業等の資金調達力の強化により，公共工事の競争入札参加の呼び水効果
があろう。年金振込口座については，立法化されたドイツと同様に，差押えと
相殺を制限して受給者の生活保護を図ることができるであろう。共同債権者間
の融資においては，幹事債権者の詐害的自己都合の相殺を防止し，債権者間の
均霑を図ることができるであろう。また，劣後ローンにおいては，相殺禁止特
約を設けることにより，劣後ローン債権を維持する（弁済期日が到来するまでの
期間の弁済と相殺を禁止する）ことができる。
　最後に，立法による解決を求める方向は，年金振込口座，商品取引責任準備
金を対象にして想定できるものの，他方では，それが相殺禁止特約に関する議
論の活発化を沈静させるようなことになってはならない。
お わ り に
　相殺禁止特約は当事者が相殺禁止の意思表示をしたものであり，その本来の
趣旨ないし目的は現実の支払を約束するものであって，この特約に違反した相
殺は，無効である。ただし，相殺禁止特約は，要綱案では，善意・無重過失の
第三者に対抗することはできない。これまで検討したとおり，最近の判例ない
し金融動向（たとえば劣後ローン）では，相殺禁止特約の前記目的を，さらに拡
大しているように思われる。
　相殺禁止特約の活用については，今後は，代理受領，年金振込口座，協調的
融資における共同債権者の専用預金口座，劣後ローン，シンジケートローンの
シンジケート口座，などにおいてこれを活用することを期待したい。一方では，
相殺禁止特約は，相殺の担保的効力を制約するものであるから，特約の内容を
40）
40　（112）
民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明・前掲註 2 ）書303，304頁参照。40）
明確化して書面に明示する必要があろう。
　今後の課題としては，相殺禁止特約の内容について，倒産法をも視野に入れ
てさらなる検討を加える必要があろう。相殺禁止特約に関する判例の集積を期
待するとともに，今後のさらなる議論の深化を望みたい。
相殺禁止特約（宮川）
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